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ここで ( )ji,ρ と ( )jiT , はそれぞれi国とj国の景
気循環の共変性と二国間の貿易量を表す変数で

















促進する、(c)したがって ( )jiT , の係数β は貿易
が需給ショックの波及を通じて両国の景気の連
動性を高める効果だけでなく、二国の金融通貨






























は上記の ( )ji, の一方に日本が含まれている場
合と両者がともにアセアン加盟国である場合に
二国の貿易が景気の連動性を高める効果が大き














ネル(a)のように i 国と j 国が相互に取引するだ
けでなく、k という第三国にも輸出している場



























































ィー・モデルの説明変数である i 国と j 国の首
都間の距離や共有する国境・言語の有無を

















ことが知られており（Wei and Frankel 1997; 






































変数 ( )ji,ρ が i－j 国間の景気の連動性を適切に
反映していることが前提となる。そのためには
できるだけ多数の景気循環のエピソードをもと









－2003 年の実質 GDP の年次データをもとに












i 国と j 国の実質 GDP の対数値の t 年の１階階
差をそれぞれ ( )iytΔ 、 ( )jytΔ と書き、その同時
相関係数を計算することによって第一の ( )ji,ρ
の指標を作成する。 
(2)   ( ) ( ) ( )( )jyiycorrji tt ΔΔ≡ ,,1ρ  
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まとめたものである（表の左下が ( )ji,1ρ を、右











次の問題は(1)式の説明変数 ( )jiT , をいかに
作成するかである。前節で議論した理由により、
既存文献のように i－j国の二国間の貿易額を両





表１ アジア太平洋諸国の景気循環の共変性 (1984-2003、年次ベース) 
 
AUS CHN IND IDN JPN KOR MYS NZL PHL SGP TAP THA USA
Australia 0.425 0.566 -0.102 0.319 0.153 0.001 0.542 0.088 0.210 0.259 0.116 0.609
China 0.350 0.031 0.101 -0.078 0.043 -0.003 0.397 -0.395 0.052 0.310 -0.024 0.450
India 0.593 -0.148 0.176 0.308 0.048 0.277 0.357 0.417 0.255 0.048 0.330 0.301
Indonesia -0.117 0.096 0.133 0.220 0.145 0.564 -0.089 0.226 0.489 0.275 0.581 -0.097
Japan 0.250 -0.129 0.273 0.256 0.454 0.093 -0.203 -0.032 0.221 0.482 0.525 0.281
Korea 0.104 0.003 0.071 0.125 0.429 0.199 0.032 -0.016 0.340 0.575 0.415 0.159
Malaysia 0.047 0.006 0.298 0.651 0.123 0.204 -0.032 0.447 0.727 0.245 0.531 0.041
New Zealand 0.566 0.412 0.224 -0.034 -0.401 0.075 0.030 0.111 0.105 0.090 -0.099 0.354
Philippines -0.025 -0.521 0.475 0.173 -0.064 0.071 0.370 0.042 0.399 -0.110 0.203 -0.215
Singapore 0.244 0.070 0.263 0.529 0.196 0.432 0.876 0.224 0.368 0.458 0.485 0.194
Taiwan 0.186 0.313 -0.010 0.349 0.399 0.658 0.298 0.169 -0.050 0.535 0.388 0.425
Thailand 0.126 -0.040 0.374 0.532 0.522 0.478 0.487 -0.100 0.214 0.480 0.375 -0.114
United States 0.738 0.411 0.381 -0.080 0.181 0.130 0.082 0.460 -0.255 0.270 0.463 -0.108
 
（出所）著者による計算。原データは IMF IFSおよびCEIC Asia Databaseから採取した。 






 まずある産業 l において生産される財 k を考
え、i 国から m 国への当該財の輸出額（名目米
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いるケースもある。したがって上記の ( )miX k ,~





次に上記の ( )miX k ,~ を全ての財について足し
上げ、 

















Others     
























る。ここで i国の名目GDPを ( )iY と書くことに
し、以下のようにわれわれの貿易指数 ( )jiT , を
定義する。 












miXjiT m  




( )jiT , は、二国の生産（所得）のうち共通の市
場に依存している部分の大きさを表す指標にな
っている。 
上記の 1,2,...m = には i 国と j 国自身も含ま
れており、 ( )iiX ,~ と ( )jjX ,~ はそれぞれ i 国と j
国で生産された貿易財の国内出荷分に対応する。
ここで 




















































∑ ≠  
(9)式の ( )jiT ,1 はi－j国の二国間貿易の規模を表
す指標になっており、 ( )jiT ,2 は共通の第三国へ
の輸出依存度の大きさを示している。分子の






パネル(a)では ( )jiT ,2 を ( )jiT ,1 に対してプロッ
トし、パネル(b)では ( )jiT , を ( )jiT ,1 に対してプ
ロットした。われわれのサンプルでは ( )jiT ,1 よ
り ( )jiT ,2 のほうが大きくなっているケースが
195 
多く、この傾向は東・東南アジアの小国におい
てとりわけ顕著である。また、78 の ( )jiT , と








ある場合に 1、それ以外の場合に 0 をとるダミ
ー変数を説明変数に含めることにする。 








ている（Crosby 2001; Clark and van Wincoop 2001; 
Imbs 2004; Grimes 2005）（注14）。これらの点を検
証するために、まず(4)式の方法による調整を経
た財別・相手国の輸出額を利用して
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(12) ( ) ( ) ( ) ( )jijijiTji ,,,, εγωβαρ ++++= K  
という二つの回帰式を推計することを考えよう。













の対名目GDP 比率を計算し、その値を ( )icit と
書くことにする。この値の二国における時系列
の相関係数を計算し、 




する。なお ( )ji,1ρ や ( )ji,2ρ と同様に、上記の
( )ji,ν も 1998 年のデータは除外して計算する。 
 ただしここで注意すべきことは、一国の景気
変動と内外資本移動の関係は内生的である可能
性が高いことである（注15）。したがって ( )ji,1ρ や
( )ji,2ρ とわれわれの定義による ( )jiT , との関
係に F&R が主張するような内生性が存在して



















ω T 2.130** 1.458** 2.039*** 1.146**
(0.810) (0.575) (0.712) (0.497)
(1 - ω) T -1.123 -1.492*
(0.924) (0.784)
ω T1 2.254** 2.230**
(1.030) (0.948)
ω T2 1.325** 0.964
(0.677) (0.603)
ν 0.156** 0.171** 0.153** 0.155** 0.165** 0.208*** 0.226*** 0.204*** 0.206*** 0.220***
(0.065) (0.073) (0.066) (0.064) (0.068) (0.058) (0.065) (0.058) (0.056) (0.060)
MYS-SGP 0.329** 0.293** 0.313** 0.238* 0.210* 0.255** 0.209* 0.237* 0.138 0.110
(0.148) (0.142) (0.145) (0.133) (0.125) (0.129) (0.123) (0.125) (0.118) (0.112)
SER 0.239 0.240 0.234 0.235 0.236 0.211 0.211 0.203 0.207 0.208
R2 (adj.) 0.136 0.128 0.174 0.167 0.158 0.168 0.164 0.228 0.200 0.195










度を示す ( )ji,ν の係数が顕著に有意になってお
り、対象期間中に国際資本移動が対象国の景気
循環に影響を与えていた可能性を示唆している。
ただしOLSによる ( )ji,ν の係数の推計値には正
のバイアスが生じている可能性が高いため、後
に IV 法を用いた推計も試みる。貿易指数と被
説明変数の関係を見ると、 ( )jiT , の係数は
( )ji,1ρ を被説明変数とする推計においては
10％水準で正になっているものの、 ( )ji,2ρ を被
説明変数とする推計においては有意になってい
ない。また、 ( )jiT , を ( )jiT ,1 と ( )jiT ,2 に分割し
て行った推計では前者のみが10%水準で有意に
なっており、後者ははっきりした説明力を示し
て い な い 。 さ ら に ( ) ( )jiTji ,,ω と
( )( ) ( )jiTji ,,1 ω− を独立の説明変数とした推計
式においては前者が顕著に有意である一方、後
者は有意でないか予想と異なる符合になってい
る。ただし ( ) ( )jiTji ,,ω をさらに ( ) ( )jiTji ,, 1ω と
( ) ( )jiTji ,, 2ω に分割したケースでは後者も 10%
ないしそれに近い水準で有意と判定されている。
興味深いことに、 ( )jiT , や ( )jiT ,1 、 ( )jiT ,2 など
のみを説明変数とする推計ではマレーシア－シ
ンガポールのダミー変数が顕著に有意になって
いるが、 ( )ji,ω を用いてこれらの説明変数を分
割した推計においては必ずしも有意になってい
ない。 
 次に被説明変数と ( )ji,ν の内生性の可能性を
考慮し、操作変数を用いた推計を試みよう。





く、どのような変数が ( )ji,ν の操作変数として
適切かは必ずしもあきらかでない。そこでここ
では以下の予想をもとに複数の候補を設定し、














































人当たり GDP の格差も ( )ji,ν の操作変数の候
補に加えることにする。 







推計式に含まれる他の説明変数を ( )ji,ν の操作
変数として採用することにする。 
表４には ( )ji,ν に操作変数を用いた推計結果
が示されている。表２と異なりほとんどの推計
において ( )ji,ν の係数は有意になっていないが、
これは必ずしも資本移動が景気循環に影響を与






数である ( )jiT , や ( )jiT ,2 などがはっきりした
説明力を示していない一方、これらをさらに共




(1) (2) (3) (4) (5)
Distance -2.167** -2.038** -2.074*** -2.748*** -2.840**
(0.997) (0.967) (0.918) (0.885) (1.293)
Distance2 0.124** 0.117* 0.152*** 0.153*** 0.159**
(0.062) (0.060) (0.056) (0.055) (0.077)
Language -0.090
(0.088)
Income per capita (diff.) -0.111** -0.114** -0.119*** -0.128*** -0.122***
(0.044) (0.044) (0.044) (0.045) (0.049)
Income per capita (min.) -0.102** -0.104** -0.091** -0.086* -0.086*
(0.045) (0.044) (0.045) (0.045) (0.049)






SER 0.367 0.367 0.362 0.362 0.364



















































という値を定義し、これをもとに ( )ji,ω をさら
に ( ) ( ) ( )( )jijiji ll ,1,, ωωω −+≡ という 2 要素に
分割することを考えよう。上記の l はある特定



















ω T 2.146*** 1.463** 2.057*** 1.151**
(0.768) (0.566) (0.674) (0.499)
(1 - ω) T -1.140 -1.510*
(0.958) (0.845)
ω T1 2.326 2.181
(1.559) (1.552)
ω T2 1.312** 0.973*
(0.622) (0.539)
ν (IV) 0.170 0.282 0.098 0.108 0.176 0.222 0.312* 0.143 0.156 0.213
(0.173) (0.188) (0.178) (0.168) (0.181) (0.153) (0.169) (0.160) (0.148) (0.161)
MYS-SGP 0.322 0.213 0.339* 0.260 0.203 0.248 0.147 0.267 0.161 0.105
(0.197) (0.211) (0.201) (0.177) (0.194) (0.182) (0.201) (0.187) (0.163) (0.182)
SER 0.245 0.245 0.241 0.242 0.243 0.223 0.223 0.218 0.221 0.222
R2 (adj.) 0.091 0.093 0.121 0.115 0.109 0.069 0.070 0.115 0.088 0.082







業（l = 1）と電子機器産業（l = 2）の二つを考











している。次に ( ) ( )jiTji ,,ω を ( ) ( )jiTji ,,2ω と







味 深 い こ と に 、 ( ) ( )jiTji ,,2ω を さ ら に


















(1) (2) (3) (4) (5) (6) (1) (2) (3) (4) (5) (6)
ω1 T -2.481 -3.629 -4.175 -5.407
(12.588) (12.172) (12.148) (11.438)
ω2 T 2.546** 2.599** 2.706** 2.762**
(1.176) (1.217) (1.062) (1.144)
(ω - ω1) T 0.613* 0.627 0.407 0.422
(0.359) (0.390) (0.308) (0.353)
(ω - ω2) T -0.235 -0.257 -0.617 -0.640
(0.678) (0.689) (0.566) (0.601)
ω2 T1 3.276 4.421 3.606 4.189
(2.528) (3.569) (2.291) (3.428)
ω2 T2 2.045** 1.931** 1.552* 1.494*
(0.953) (0.910) (0.877) (0.846)
ν 0.161** 0.167** 0.171** 0.214*** 0.220*** 0.225***
(0.071) (0.066) (0.069) (0.063) (0.058) (0.060)
ν (IV) 0.202 0.192 0.244 0.259 0.247 0.262
(0.185) (0.175) (0.192) (0.164) (0.156) (0.171)
MYS-SGP 0.317** 0.230* 0.194 0.293 0.215 0.126 0.237* 0.136 0.066 0.211 0.121 0.031
(0.152) (0.131) (0.128) (0.213) (0.195) (0.233) (0.132) (0.116) (0.117) (0.197) (0.184) (0.221)
SER 0.240 0.237 0.237 0.246 0.244 0.243 0.212 0.207 0.208 0.224 0.221 0.222
R2 (adj.) 0.126 0.148 0.148 0.083 0.099 0.105 0.160 0.199 0.190 0.062 0.091 0.082















業の付加価値のシェアを ( )is と書き、 
(15)    ( ) ( ) ( )[ ]jsisjis ,min, ≡  
という値を定義する。そして ( )ji,2ω の代わりに
上記の ( )jis , を説明変数に含めた推計も試みる
ことにする（注19）。 
 これらの推計結果は表６にまとめられている。
( )jiT , と ( )ji,2ω や ( )jis , を同時に含む推計式に
おいて前者はいずれも有意になっておらず、一
部においては符号も逆転している。 ( )jiT , を含
む推計では ( )ji,2ω や ( )jis , もはっきりした説
明力を示していないケースが多いものの、後者
のみを含めた推計ではその影響が鮮明である。
より注目すべきは表１や表２において ( )jiT , や
( )jiT ,1 、 ( )jiT ,2 のみを含めた推計式と表７にお




















変数 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
T 0.390 0.235 0.371 0.210 0.035 -0.041 0.018 -0.065
(0.430) (0.414) (0.438) (0.407) (0.379) (0.358) (0.401) (0.358)
ω2 0.198 0.378* 0.218 0.399 0.340 0.356* 0.358 0.365
(0.290) (0.232) (0.301) (0.246) (0.278) (0.210) (0.295) (0.230)
s 3.538 4.253** 3.803 4.536** 4.075* 3.952** 4.328** 4.059**
(2.342) (1.896) (2.330) (2.036) (2.140) (1.683) (2.024) (1.801)
ν 0.161** 0.165** 0.179*** 0.183*** 0.215*** 0.215*** 0.233*** 0.233***
(0.065) (0.066) (0.066) (0.065) (0.058) (0.058) (0.058) (0.057)
ν (IV) 0.199 0.233 0.213 0.235 0.249 0.246 0.266* 0.252
(0.169) (0.178) (0.165) (0.173) (0.151) (0.159) (0.148) (0.159)
MYS-SGP 0.372** 0.511*** 0.283* 0.349*** 0.358* 0.473*** 0.264 0.309* 0.328** 0.340*** 0.202 0.191* 0.315* 0.323*** 0.184 0.176
(0.165) (0.057) (0.149) (0.111) (0.199) (0.119) (0.203) (0.170) (0.144) (0.054) (0.131) (0.100) (0.185) (0.109) (0.188) (0.154)
SER 0.240 0.239 0.237 0.236 0.246 0.245 0.244 0.243 0.211 0.209 0.207 0.206 0.223 0.222 0.221 0.221
R2 (adj.) 0.128 0.133 0.148 0.157 0.086 0.095 0.097 0.107 0.171 0.182 0.196 0.207 0.071 0.081 0.084 0.092









変数 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
T 0.596* 0.413 0.255 0.373 0.058 -0.019
(0.341) (0.433) (0.414) (0.289) (0.381) (0.359)
ω2 0.195 0.383 0.337 0.363*
(0.291) (0.233) (0.279) (0.213)
ω2 T 2.620** 2.300*** 2.787** 1.932**
(1.206) (0.809) (1.096) (0.732)
(ω - ω2) T -0.228 -0.609
(0.680) (0.566)
ω2 T1 3.161 3.483
(2.568) (2.306)
ω2 T2 2.157** 1.673*
(0.983) (0.918)
s 3.585 4.345** 4.126* 4.069**
(2.354) (1.923) (2.148) (1.716)
ν 0.153** 0.163** 0.160** 0.166** 0.157** 0.162** 0.175** 0.180*** 0.204*** 0.216*** 0.210*** 0.219*** 0.211*** 0.212*** 0.229*** 0.229***
(0.067) (0.068) (0.067) (0.071) (0.066) (0.068) (0.068) (0.067) (0.059) (0.059) (0.058) (0.062) (0.059) (0.059) (0.059) (0.058)
λ 0.039 0.050 0.050 0.048 0.037 0.026 0.045 0.039 0.041 0.055 0.057 0.052 0.039 0.037 0.049 0.050
(0.094) (0.098) (0.098) (0.099) (0.096) (0.096) (0.096) (0.096) (0.084) (0.088) (0.087) (0.087) (0.086) (0.085) (0.086) (0.086)
MYS-SGP 0.320** 0.216 0.205 0.185 0.362** 0.510*** 0.272* 0.344*** 0.245* 0.121 0.091 0.057 0.318** 0.339*** 0.190 0.185*
(0.148) (0.133) (0.126) (0.131) (0.165) (0.057) (0.150) (0.112) (0.130) (0.121) (0.118) (0.121) (0.146) (0.054) (0.133) (0.101)
SER 0.240 0.239 0.237 0.239 0.241 0.241 0.239 0.237 0.212 0.209 0.208 0.209 0.212 0.210 0.208 0.207
R2 (adj.) 0.126 0.139 0.150 0.138 0.118 0.122 0.139 0.147 0.159 0.192 0.191 0.182 0.161 0.173 0.188 0.199












なり高くなっている。そこでまず t 年の i 国に
おけるサービスの純輸出と生産要素の純受取を
合算した金額を当該年の名目 GDP で除した値






AUS CHN IND IDN JPN KOR MYS NZL PHL SGP TAP THA USA
[A] 世界の電子機器消費に占めるシェア
1985-2003 (平均値) 0.012 0.032 0.007 0.004 0.147 0.018 0.005 0.002 0.002 0.010 0.008 0.005 0.372
1985-1994 (平均値) 0.011 0.016 0.007 0.003 0.157 0.014 0.004 0.002 0.001 0.008 0.007 0.004 0.376
1990-2003 (平均値) 0.012 0.040 0.007 0.004 0.144 0.020 0.005 0.002 0.003 0.012 0.008 0.006 0.355
[B] GDPに占める電子機器産業のシェア
1984-2001 (平均値) 0.009 0.037 0.015 0.011 0.042 0.052 0.072 0.008 0.014 0.099 0.057 0.023 0.021
1984-1993 (平均値) 0.009 0.027 0.016 0.006 0.048 0.044 0.052 0.008 0.010 0.097 0.051 0.014 0.022
1991-2001 (平均値) 0.008 0.043 0.014 0.015 0.038 0.056 0.085 0.008 0.017 0.102 0.062 0.028 0.019
[C] 電子機器の純輸出額/GDP
1985-2002 (平均値) -0.019 -0.004 -0.005 0.006 0.019 0.039 0.087 -0.024 0.043 0.215 0.084 0.015 -0.005
1985-1994 (平均値) -0.017 -0.012 -0.004 -0.009 0.022 0.031 0.037 -0.024 -0.009 0.139 0.057 -0.003 -0.003
1991-2002 (平均値) -0.020 -0.002 -0.005 0.011 0.017 0.041 0.103 -0.024 0.055 0.231 0.090 0.020 -0.005
[D] 景気循環と国際電子機器市場の循環の連動性
1984-2003 (名目ベース) 0.232 0.118 0.395 0.169 0.358 0.757 0.306 0.212 0.264 0.497 0.747 0.396 0.474
1984-2003 (実質ベース) 0.256 0.196 0.298 0.061 0.159 0.552 0.463 0.197 0.148 0.616 0.563 0.120 0.602
 








(16)   ( ) ( ) ( )( )jsiisicorrji tt ΔΔ≡ ,,λ  
この値は対象期間中の i 国と j 国のサービスの
純輸出と純要素所得受取の変動がどれだけ連動
していたかを表す指標になっている。 
 表７には上記の ( )ji,λ を説明変数に加えて行





る電子産業の重要性を代表する ( )ji,2ω や
( )jis , の係数値にはほとんど変化が生じていな
い。なお、紙幅の制約から表には示していない
が、 ( )ji,ν と ( )ji,λ がともに被説明変数と内生
的な関係にある可能性を考慮し、IV法による推












































世界全体の実質GDP (右) 米国の実質GDP (右)
 










































上がっている（Leachman and Leachman 2004）。 











































































Gruben et al. (2002)やShin and Wang (2005)などに
おいても報告されているため、国際間の景気波
及において産業内貿易と産業間貿易が異なった
含意を持つ可能性は考えられる。しかし ( )jiT ,
や ( )ji,ν のみを説明変数とするわれわれの推計
式に産業内貿易指数を加えた場合にはその係数
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    景気循環における電子機器産業 




























( ) ( ) ( )[ ]
( ) ( )[ ]

















本文において利用した ( )ji,1ρ や ( )ji,2ρ と異な
















AUS CHN IDN JPN KOR MYS NZL PHL SGP TWN THA USA Elec (a) Elec (b)
Australia 0.189 -0.130 0.084 0.236 0.214 0.153 0.118 0.255 0.313 -0.055 0.178 0.085 0.186
China 0.003 0.106 0.070 0.014 0.244 0.118 -0.142 0.148 0.105 0.063 -0.012 0.147 0.185
Indonesia -0.035 0.168 0.171 -0.033 0.073 0.078 -0.062 0.063 0.053 0.013 0.056 0.106 0.037
Japan -0.081 0.088 -0.029 -0.081 0.198 -0.144 0.232 0.092 0.077 -0.174 0.143 0.205 0.050
Korea 0.139 0.050 0.122 0.100 0.300 0.166 0.109 0.307 0.339 0.166 0.113 0.084 0.383
Malaysia 0.013 0.135 0.076 0.244 0.279 0.060 0.011 0.421 0.433 0.139 0.199 0.319 0.428
New Zealand 0.143 0.123 0.172 -0.110 0.174 0.096 0.045 0.123 0.169 0.246 0.048 0.005 0.133
Philippines 0.144 -0.047 -0.111 0.101 0.031 -0.044 0.036 -0.068 0.030 -0.072 0.064 0.048 -0.163
Singapore 0.103 0.156 0.101 0.218 0.302 0.346 0.144 0.012 0.398 0.100 0.254 0.241 0.405
Taiwan 0.147 0.176 0.165 0.284 0.365 0.421 0.162 0.068 0.510 0.140 0.307 0.319 0.470
Thailand -0.043 0.078 0.287 -0.006 0.218 0.075 0.292 -0.055 0.027 0.171 0.094 0.097 0.159
United States 0.191 0.049 0.055 0.283 0.196 0.253 0.039 0.141 0.280 0.380 0.013 0.379 0.272
Electronics (a) 0.087 0.148 0.040 0.319 0.109 0.331 -0.085 0.032 0.369 0.336 0.033 0.420 0.398
Electronics (b) 0.026 0.161 0.099 0.273 0.310 0.447 0.054 -0.109 0.511 0.402 0.156 0.236 0.374
[B] 1999:Q3-2004:Q4
AUS CHN IDN JPN KOR MYS NZL PHL SGP TWN THA USA Elec (a) Elec (b)
Australia 0.066 -0.198 0.030 0.297 0.240 0.170 0.140 0.220 0.376 0.085 0.160 0.108 0.260
China -0.057 0.103 0.181 -0.028 0.074 0.087 0.046 0.060 -0.004 0.107 0.150 0.153 0.093
Indonesia -0.252 0.055 0.223 -0.161 0.072 -0.037 -0.063 0.030 -0.061 -0.070 0.017 -0.004 -0.002
Japan -0.155 0.163 0.114 -0.048 0.276 0.039 0.303 0.215 0.111 -0.021 0.194 0.270 0.215
Korea 0.153 0.046 -0.004 0.191 0.412 0.112 0.098 0.368 0.311 0.065 0.121 0.052 0.433
Malaysia 0.040 0.072 0.159 0.535 0.362 0.077 0.162 0.524 0.483 0.155 0.389 0.363 0.624
New Zealand 0.122 0.069 -0.019 -0.007 0.136 0.185 0.194 0.076 0.148 0.262 0.003 -0.038 0.076
Philippines 0.104 0.018 -0.195 0.049 -0.004 0.001 0.119 -0.046 0.016 -0.062 -0.043 0.123 -0.099
Singapore -0.065 0.240 0.213 0.471 0.283 0.434 0.043 -0.002 0.384 0.092 0.299 0.261 0.458
Taiwan 0.146 0.199 0.129 0.424 0.322 0.506 0.096 0.085 0.553 0.125 0.331 0.297 0.523
Thailand 0.023 0.189 0.067 0.179 0.188 0.360 0.249 -0.040 0.237 0.221 0.327 0.278 0.374
United States 0.156 0.155 0.074 0.404 0.216 0.474 0.031 0.112 0.430 0.415 0.123 0.460 0.478
Electronics (a) 0.014 0.199 0.044 0.446 0.081 0.358 -0.136 0.054 0.395 0.322 0.133 0.512 0.444
Electronics (b) -0.025 0.104 0.203 0.566 0.331 0.609 -0.040 -0.045 0.547 0.454 0.230 0.462 0.413
 
























































表において米国を i 国、上記の他の国々を j 国








































計局のWorld Trade Database (WTD)を採用し（後
者には台湾の統計が含まれている）、生産統計に
はUNIDO の INDSTAT とOECD の STAN デー
タベースを利用した。 
 (4)式の K,2,1=m は本章の対象であるアジア
太平洋の 13 カ国の主要な輸出市場国を表して
























and Production Database、Feenstra et al. (2005)の
NBER-UN world trade data、Centre d’Etudes 
Prospective et d’Informations Interanationales 




景気循環の共変性指数: 実質 GDP の年次統計
は IMF World Economic Outlook (WEO)、四半期
統計は IMF International Financial Statistics (IFS)



















Bureau of Censusのホームページから採取した。  
 
サービス輸出と要素所得受取の共変性指数: 原



















（注３）Athukorala and Yamashita (2005)によれば、2003
年時点での日本以外の主要な東・東南アジア10カ国
の工業製品輸出総額に占める部品や半製品の比率は









（注５） ( )ji,ρ と ( )jiT , の間に正の相関関係があり、
かつ後者に測定誤差（measurement errors）が含まれて
いる場合、OLSによるβ の推計値は過小評価される。
しかしそれが上記の OLS と IV 法の推計値の顕著な
乖離の原因だとしたら、推計に用いられている























（注８）これは 1997 年や 1998 年の値を除外して相
関係数を計算した場合でも同様である。 
（注９）上記の ( )ji,1ρ と ( )ji,2ρ はいずれも－1 か
ら 1 の間に分布するため、その値をそのまま(1)式の



















（注 15）四半期ベースの ( )iytΔ と ( )icit の時系列デ
ータを作成して標準的なグランジャーの因果性テス
トを行ったところ、一部の国では ( ) ( )iciiy tt →Δ と
いう因果関係がサポートされ、他の一部の国では























（注19）Clark and van Wincoop (2001)や Imbs (2003)は
より一般的な二国の産業構造の類似性指数として 
( ) ( ) ( )[ ]∑≡ jsisjis lll ,min,  
という変数を採用している（ここで ( )isl は i 国の








( ) ( ) ( )[ ] ( ) ( )[ ]



















( )ji,2ω と ( ) ( )[ ]jiji ,, 2ωω − の場合と同様、




影響を与えていることが報告されている（Hobjin et al. 
2003）。 







































少なくとも 1 カ国において輸出総額の 7.5%以上を占
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